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研究成果の概要（和文）：1930年代、全国の校庭に「金次郎像」の建立ブームがあったが、静岡・富山・福島・神奈川
・栃木・島根等では児童自身に生活を振り返り、自ら生活目標を立てさせていく「報徳教育」が生み出されていた。
特に神奈川県福沢小学校では、戦後も児童の「主体性」を重視する研究を続け、「話し合い活動」の授業論・教師論と
して発展させていた。
本研究は、戦中・戦後の時代を越えて教師を惹きつけた「報徳教育」の実相を明らかとした。

研究成果の概要（英文）：The 1930s, there was a erected boom of "Kinjiro statue" in the schoolyard across 
the country. In Shizuoka, Toyama and Fukushima, Kanagawa, Tochigi, Shimane, etc., let a look back the 
life to the children themselves, and to think of their own life improvement, the so-called "Hotoku 
education" had been created.
Especially Kanagawa Prefecture Fukuzawa elementary school, after the war, continued to research to focus 
the "independence" of the children, had been developed as a coursework theory and teaching theory of 
"discussion activities".
This study has clarified the reality of "Hotoku education".
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
（１）社会背景・研究の動向 
人々の生活や社会システムが困難に直面

したとき、教育もまた再考という局面を迎え
る。目下、2011 年の東日本大震災を機に、防
災やエネルギー政策、地域社会の在り方や人
間観などを問い返す機運が生まれ、教育・教
育学の在り方を再考する論議が勃興してい
る。 
本研究が対象とする昭和戦前期もまた、貧

困や戦争という人々の生活を脅かす「非常
時」に対応すべく、官民を問わず教育実践・
教育学の在り方が再考された時代であった。
この動向を従来の教育史研究では「政策―運
動」の対立図式と捉え、官側の「ファシズム
教育」へと転じていく動向と、民間の生活綴
方教育運動（海老原治善）の拡大と弾圧、郷
土教育運動（伊藤純郞）の愛国心愛郷心への
傾斜などが描き出されてきた。一方で近年、
対立図式では論じきれない地域社会の現実
や教員社会の関係性のなかで繰り返された
教員の自問や選択を描き出そうとする研究
も生み出されている。例えば、恐慌の過酷な
現実を眼前に自由教育から報徳教育へと転
じた姿を明らかにした森川輝紀（『大正自由
教育と経済恐慌』、1997 年）の研究や、1930
年代以降の総力戦体制化のなかで教員の主
体性を引き出す形での「統制」が展開したこ
とを実証的に解明した山田恵吾（『近代日本
教員統制の展開』、2010 年）の研究により、
リアリティをもって昭和戦前期の教育史像
が描き直す試みがなされてきた。また、戦時
下の教育・教育学の展開を当事者の言説や認
識に即して分析する研究は、近年教育史研究
上でも注目を集めている（前掲山田や駒込武
編『戦時下学問の統制と動員』2011 年など）。 
 

（２）研究代表者自身の研究経緯 
本研究代表者自身も、森川や山田の研究視

角と同様に、国策と地域現実の狭間に模索し
た教員の姿に焦点を当て研究を重ねてきた。
特に福島県・神奈川県・富山県を事例に、農
山漁村経済更生運動下における学校・教員の
役割を積極的に担おうとした教員が、児童常
会や学校報徳社などの「報徳教育」（以下「」
略）を創出した姿を見出し、さらにその理念
と方法が国民学校令下の学校少年団常会や、
戦後新教育（福沢プラン）の親子常会につな
がった点を明らかにしてきた。これを論じた
拙著（『昭和前期地域教育の再編と教員－「常
会」の形成と展開‐』、2008 年）が石川謙日
本教育史研究奨励賞（日本教育史学会、2010
年）を受賞したほか、戦後の展開に焦点化し
た「昭和前期における地域社会学校論の形成
史研究」が若手研究（B）（2010～2012 年度）
に採択されてきた。 
この過程で、以下の 2つの知見を見出して

いる。 
 
（a）報徳教育の錬成的展開と教育学的（日

常生活指導や地域連携）展開という二面性
の発見 

（b）報徳思想の「芋こじ」の教育学的検討
が戦後新教育の理論的基盤になったこと
の発見 

 
教育・教育学の在り方の再考に迫られた昭和
戦前・戦後にあって、報徳思想はその時宜に
合った価値が見出され、教員の主体的な模索
により多様な様相を呈していたのであった。
そこに教育論としての深化・断絶・転回など
が存在し、（a）から（b）へと系譜が繋がれ
ていった。以上の研究成果を踏まえ、時代に
翻弄されつつも深化・拡充がみられた報徳教
育のさらなる実相解明を掲げるのが本研究
である。 
 
２．研究の目的 
本研究では、なお断片的な把握に留まり、

総体としては官製運動の下に展開されたと
みられている報徳教育を教育政策・教育言
説・地方教育行政および教育現場といった各
局面で、当事者の課題意識や危機感、展望な
どと共に描き出すものになると予想される。
特に「新興報徳運動」の枠を超え、東京府下
における子供隣組常会や全国各地の学校少
年団常会として展開した児童常会の姿を正
面に据えた研究は存在しない。 
本研究はこれを報徳教育の創出と展開と

いう射程上に捉え、教育情報が紡がれていく
団体や回路に留意しつつ、その変容を明らか
にしていく。そこで見出される言説や実践の
限界性と到達点は、昭和期教育史上における
報徳教育の存在意義もさることながら、戦時
下の子ども・教員・地域住民に一般化してい
た「常会に集うこと」の錬成論的・教育学的
意義の明確化にもつながると考える。 
 

３．研究の方法 
以上の研究目的に関わる史実や言説を析

出するため、3 点の調査研究を行うことと
した。核をなすのは（２）であるが、その
前提を捉える作業として（１）が不可欠で
あり、（３）は将来の研究へと発展性がある
ものである。 

 
（１）基礎情報の収集・分析 
既に「新興報徳運動」の中心的指導者

である大日本報徳社副社長・佐々井信太
郎の理論や、「先駆」とされた神奈川県・
富山県・福島県の小学校で展開された児
童常会等の実践を検討してきた。しかし
「新興報徳運動」の影響が強かった埼玉
県や北海道の事例や、行政官や教育学者
らの言説、さらには校外生活指導の文脈
で児童常会を論じた運動家らの言説につ
いて未だ資料収集が不十分である。富山
県・埼玉県・北海道における先駆的実践校
の実践例を比較検討し、その異同や類型化
を行う。 



また、「報徳教育学者」を自認していた
加藤仁平平が 1938 年に『新興報徳教育』
を、「報徳官僚」と言われた遠山信一郎が
1939 年に『日本精神と皇道報徳』を著し、
各地の報徳教育の創出・展開をまとめ、当
時における意義を強調している。彼らの論
稿から錬成論的。教育学的意義の抽出過
程を浮き彫りとし、あわせて彼らが着目
していた児童常会論を展開した運動家・
論者の論稿・資料を幅広く収集し、その
理論と実践の広がりを把握する。 
 

（２）報徳思想の錬成論的検討の分析 
「新興報徳運動」や校外生活指導の文脈

で共通に語られたのは、報徳仕法の「芋こ
じ」会をいかに戦前・戦時下に有効的・適
合的に展開するかであった。そこにⅰ「高
め合い」や「磨き合い」という教育学的な
検討と、ⅱ相互監視や同調圧力を伴う常会
という、二面性を有する理論化・実践化を
捉えている。総力戦体制化の深まりととも
に拡大していったⅱの系譜について、ⅰと
の異同に留意しつつ形成過程や理論の精緻
化、変容を見出し、教化・錬成論的な展開
の実相を解明する。 
 
（３）戦後からの逆照射の試み 
錬成論的に展開した報徳教育は敗戦とと

もに消滅し、前出ⅰの「高め合い」や「磨
き合い」の系譜が民主主義教育や社会科教
育の文脈に乗せられ展開していく。戦中の
報徳教育の到達点を、戦後も報徳教育や報
徳運動を継承した者たちはいかに認識・総
括していたのか。戦後の加藤仁平の論稿ほ
か、戦時中に報徳教育に携わった人物（具
体的には大日本報徳社関係者、内務官僚、
本研究で対象とする道県の教育関係者）の
戦後の論稿類の発掘を試み、そこに語られ
る当事者意識を重ね合わせ、検証する作業
を行う。 
 
４．研究成果 
以上 3 点の研究方法・研究視角に即し

て、本研究では後掲のように 5 本の学術
論文と 4 本の学会発表を行ってきた。以
下、3 点の研究視角ごとにその成果の概
要をまとめる。 
 
（１）基礎情報の収集・分析 
「新興報徳運動」の影響が強かった埼

玉県·北海道·栃木県·島根県の現地調査
を行い、行政官や教育実践者の言説·新聞
記事などを収集した。また、校外生活指
導の文脈で児童常会を論じた「国民訓育
連盟」や「日本青年教師団」の実践資料
を収集した。これらの情報は、従来まで
は各自治体史レベルで断片的に語られる
か、個別研究で触れられるのみで、報徳
教育の全国的な展開の様相までは捉えら
れていなかった。単にシンボリックな金

次郎像の伝搬のみが語られてきた傾向も
否めない。本研究により、以下のような
段階を経て、報徳教育独自の児童常会・
学校報徳社方式が拡大していったことを、
昭和戦前期教育史上に時系列を伴って浮
かび上がらせることができた。 
 
①1931～32 年：神奈川県・栃木県におけ
る郷土教育の視点から実践研究 

②1933～34 年：富山県における児童常
会・学校報徳社の結成 

③1934～35 年：静岡県・福島県などへの
児童常会・学校報徳社の伝搬 

④1935～1936 年：栃木県・埼玉県・島根
県への児童常会・学校報徳社の伝搬 

⑤1937～1940 年：国民精神総動員運動や
新体制運動の影響を受けた「国民訓育
連盟」及び「日本青年教師団」による
学校常会・子供隣組の実践研究 

⑥1941年以降：大日本青少年団のよる「少
年団常会」の推進 
 

これにより、各地に展開していった報徳
教育拡大の様相を資料的にかなり把握で
きたことになる。⑥に関しては資料的な
把握に留まり、論稿等にまとめるに至ら
なかったが、今後検証を重ねて論稿とし
て発表していく予定である。 
また、「報徳教育学者」を自認していた

加藤仁平の当該期における論稿類、およ
び加藤が中心となった『皇道報徳教育』
を管見の限り閲覧・撮影した（4 号分）。
加藤仁平は先行研究において「日本教育
学」のイデオローグとして論じられてき
たが、本研究により、1936 年～1943 年ま
で連綿と重ねられていた「報徳経済学研
究会」に加藤が深く関与し、その報徳運
動家・官僚・学者のネットワークの中で
「報徳教育学」構想を膨らませ、報徳教
育会の結成と『皇道報徳教育』発刊に至
っていた経緯が新たに描き出された。 
この他、報徳教育の展開を支えた半官

半民的な運動である「 新興報徳運動」に
関して、その主要な担い手である中央教
化団体連合会の機関誌『教化運動』·『常
会』を管見の限り収集·複写した。そして
『教化運動』は見出し一覧、『常会』は目
次一覧を作成し、基礎的情報のリスト化
を行うことができた。これらはいずれも
散逸が激しくこれまで全体像が把握され
てこなかったものであり、教育史研究の
みならず日本史研究・出版文化史研究上
にも意義あるものと考え、復刻版として
刊行することを計画している。 
 

（２）報徳思想の錬成論的検討の分析 
 戦時下に適合的な報徳教育が形成さ

れていく中で、以下の二面性を各地に事
例から共通して捉えることが出来た。 
 



A:「高め合い」や「磨き合い」を伴う児
童常会·「学校仕法」論=教育学的な深
化 

B:相互監視や同調圧力を伴う児童常会=
錬成論的な深化 

 
先行研究では B の姿のみが語られてき

たが、これに対し本研究では各地で A の
系譜も生み出されていたことを見出し、
報徳教育の有した限界性のみならず可能
性も見出した点が成果といえる。 
また、1938 年以降本格的に展開されてい

く国民精神総動員運動で「常会」が部落会・
町内会・隣組の再編・統合策に採用される
が、これに際し、「新興報徳運動」の枠を越
えて児童常会が「学校常会」「子供隣組」と
いった名称で拡大していく動向もより明確
に把握できた。先行研究では個別事例が断
片的に捉えられるのみで、報徳教育との関
連も言及されることが無かった。これに対
し本研究では、報徳教育の実践経験者が「国
民訓育連盟」における「学校常会」に実践・
理論両面でモデルを提示していたことを捉
え、その結びつきと、一般化されていくに
際して錬成論の強調を伴っていたことを明
らかとした。 
また「日本青年教師団」が取り組んだ「学

校常会」「子供隣組」の実践が、大日本青少
年団幹部層と結びつき、1941 年以降の「少
年団常会」へと継承されていった道筋も捉
え、報徳教育から「少年団常会」へという
実践史像を実証的に検証し得たことも成果
の一つである。 

1941 年の大日本青少年団結成以後は、常
会に中心的な役割が付与され「相互に磨き
合ひをする」、「ともみがき」が強調されて
いく。この経緯を辿る史資料の収集と分析
と、1930 年代の報徳教育からの変容につい
ては今後の課題として残された。 
 

（３）戦後からの逆照射の試み 
戦後初期社会科の実験校であった神奈

川県福沢小学校では、戦前以来の報徳教
育の児童常会や生活に即した実践を受け
継いでいった。1950 年代の戦後新教育の
再考に際し、同校では「高め合い」や「磨
き合い」を「話し合い」学習の授業論へ
と発展させ、個人差を補完し合える学習
集団作りを試みていった。ここに戦前の
「学校仕法」論が含んでいた教育学的な
可能性の開花を見て取ることができた。 
また加藤仁平が戦後も報徳運動に関わ

り続け、戦時下に結びついた学者や国民
訓育連盟理事・草場弘らと、戦後の報徳
運動・報徳教育の命脈を継承していった
ことも把握できた。錬成論にまみれた報
徳教育を論じた彼らが、いかに戦時色を
省察し、報徳を教育学的に読み解き直す
作業へと変転していったのかが今後の課
題として残った。 
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②須田将司、報徳教育の錬成論的な形成と
展開 ―加藤仁平のイデオローグ性に着
目して―、日本教育学会第 74 回大会、
2015 年 8 月 19 日、お茶の水女子大学（東
京都・文京区） 

 
③須田将司、1930 年代半ばにおける「新興
報徳運動」と報徳教育の群生－栃木県・
島根県の事例から―、全国地方教育史学
会第 38 回大会、2015 年 5 月 17 日、茨
城大学（茨城県水戸市） 

 
④須田将司、1930 年代における学校報徳
社・児童常会の端緒―富山県下指定教化
村の報徳教育に着目して―、教育史学会
第 57 回大会、2013 年 10 月 14 日、福岡
大学（福岡県・福岡市） 
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